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1. はじめに 

 日本では古来より幾多の水害被害が発生してき

た．近年では，平成 30 年 7 月豪雨では岡山県倉敷市

真備町を中心に 271 人もの死者行方不明者を出した．

また，令和元年台風 19 号では 13 都県という広範囲

において死者・行方不明者 102 人(2019 年 12 月 12

日時点)という甚大な被害が生じた．今後の起こりう

る水害への対策を検討するためにも，過去の水害か

ら地域特性や被害傾向を理解することが重要であ

る． 

 日本において過去の水害被害を扱う一貫性のあ

る記録として水害統計調査がある．国土交通省によ

り 1961 年から現在まで行われている統計調査であ

る．1961 年以前は日本全体の水害による被害額や人

的被害（図-1）が水害統計調査の前身である災害統

計や内務省土木局による統計によって記録されて

いる．一方で，1961 年以前の記録は年ごとの集計の

みで単一イベントごとの記録がないことや調査手

法が明らかでないこと，また 1940 年からの 5 年間

の記録が無いといった課題がある．過去の水害被害

を分析する際に，長期的かつ空間的データは必要不

可欠であり，そのためには単一イベントごとの水害

被害のデータが不可欠となる．そこで本研究では，

1900 年からの 2015 年までの 116 年間を対象に，単

一水害イベントごとの水害被害のデータを作成し

分析を行う．また，本研究では豪雨や台風を起因と

する被害全般を水害と定義する． 

 

2. データの作成手法 

 本研究で作成したデータセットは 1965 年を境に

2 つの期間に分けられる．図-1のように 1900 年から

1965 年までのデータが本研究で独自に作成したデ

ータである．作成に用いた資料は主に各都道府県の

気象台が作成した災害誌や記念誌である．これらの

資料は 1960 年から 1990 年までに各県の史料等をも

とに作られたものが多い．記述内容は気象災害発生

時の天候や月日，災害による被害である．有史時代

からの災害記録をまとめているものが多く日本に

おける最も長い期間を対象に気象災害について整

理された資料と言える．これらの資料から本研究で

は水害ごとの発生年月日・気象要因・死者行方不明

者数・負傷者数・全壊半壊流出家屋数・浸水家屋数

の記録を抽出した．1900 年から 1965 年かの期間で

抽出された都道府県ごとの水害イベントの合計数

は 5000 件に上った． 

1966 年以降に関しては水害統計調査の記録を用

いた．水害統計調査では，水害ごとの被害額が詳細

に計算され記録されている一方で，死者・行方不明

者数といった人的被害については記録されていな

い．本研究では水害統計調査の記録を都道府県ごと

に水害の発生年月日・気象要因・全壊半壊流出家屋

数・浸水家屋数を整理した．また，水害統計調査自

体は 1961 年より行われているが調査初期の記録に

は他の資料と比較したときに欠落が多く見られた

ため本研究では 1966 年から 2015 年までの記録を採

用した． 

 

図-1 統計期間の比較 

表-1 分散分析表 

 

ICC(2,1) =
BMS − EMS

BMS + (k − 1)EMS + k(JMS − EMS)/n
 

k：資料数（k = 2） n：水害発生年数（n = 29） 
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3. 作成データの検証 

 本研究で独自に作成したデータの精度を検証す

るため戦前の水害被害の最も一貫性が高いデータ

である内務省土木局統計と比較を行った．2 つのデ

ータの特に浸水家屋数の一致度を検証するために

級内相関係数（ここでは ICC(2,1)とする）を用いた．

ICC(2,1)は主に医学分野において間隔・比率尺度の

一致度を示す指標である．ICC(2,1)は 0～1 の範囲

をとり，一般的に 0.7 程度以上のとき高い信頼性が

あると判定する．表-1が比較する 2 つの資料のデー

タと水害発生年を因子とする 2 元配置分散分析の結

果である．この結果と上記の式より ICC(2,1)=0.85

となり作成した浸水家屋数の値の信頼性（内務省土

木局統計との一致度）は高いと言える． 

 

4. 結果 

 1900 年からの日本における水害被害の変化を図-

3 に示した．水害被害を示す指標として最も一貫性

がある全壊流出半壊家屋数と浸水家屋数の変化を

示している．最も被害を受けた期間は，戦後の 1950

年代である．水害統計調査でもこの傾向は示されて

おり戦後の混乱期にカスリーン台風や伊勢湾台風

を代表とする大規模な台風が多く襲来したことが

原因であると考察される． 

 100年間の長期的な傾向として 1950年代をピーク

に水害被害が増加し 1950 年以降水害被害が減少し

ている．社会的側面から考えると 1960 年までの人

口増加による脆弱性の増加によって水害被害が増

加し，1960 年以降はダムや堤防といった施設が充実

したことにより水害被害が減少したと捉えること

ができる．これまでの水害統計調査記載の記録では

戦後から 1960 年の期間のみ水害が多発した傾向が

見られた．一方で本研究では 1930 年から次第に水

害被害が増加した．脆弱性の増加から考えた際，こ

の結果はより妥当であると考えられる． 

 図-4 では水害の発生回数と水害被害の規模を示

した．ここでは水害を一つの気象要因において 200

戸または 200 棟以上の浸水家屋数があった災害を水

害と定義し,浸水家屋数によって水害の規模を 3 段

階に分類した．長期的な傾向として小規模な水害は

1960 年以降発生回数があまり変化していないこと

が挙げられる．これは，高度成長期以降都市化を原

因とする内水氾濫が多く増加したためと考えられ

る．一方で，中規模以上の水害発生回数は 1960 年以

降明らかに減少していることから図-3 同様に治水

事業の効果と考えられる． 

 

4. おわりに 

 本研究では今後，より繊細に作成したデータの信

頼性について検証を行う．また，水害被害について

気象要因ごとに整理することで過去の広域水害の

分析を行う． 
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図-3 過去 100 年間の水害被害 

 

図-4 過去 100 年間の水害発生件数 
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